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事　業　費　割　合

工事着手用地着手平成 8

工期変更

１６年度

（うち用地費）

実　　　績

・用地取得に期間を要しているものの、阻害要因なく平成１９年度完了する見込みである。

96.6

204

（単位：百万円）○当初計画時総事業費

１５年度 １８年度～

4,660

～１４年度 合　　計小　計１７年度

平成 平成 19 年度〉)年度

増    減

ｍ

年度

平成 17 3

平成 12平成 9 年度 ／

都市計画課

その他

県単独 財源・負担区分 55

○県事業主体

地区名等

280

4,660

135

3,924

3,924

公共事業再評価調書

再評価実施要件

市町村

335

3,789

4,3253,186

2,786 369 430

461398

204

２　評価指標及び項目別評価

計　　　画

（うち用地費）

（１）　事業の進捗状況

主要工種
毎割合
（事業費）

道路工事（　736百万円）

用　　地（3,924百万円）

主な内容

事 業 費

事業の進捗状況

整理番号

担当部課名 県土整備部
電話番号

Ｅ－ＭＡＩＬ

０１７ ７３４ ９６８２

toshkei

長期継続○

説    明

事業効果
発現状況

問題点・
解決見込み

年度

１　事業概要

事 業 名

事業種別 街路事業

事業目的

・弘前市街地を東西に貫き、国道７号、国道１０２号及び弘前黒石ＩＣへ連絡する主要幹線道路である。また、JR奥
羽本線により分断された東西両地域の連絡、周辺市町村より市街地への流入、及び都市環状道路の形成等多くの機能
を有している路線である。しかし、沿線には国立弘前大学、国立弘前病院等多くの公共施設があり、慢性的な交通渋
滞を引き起こしていることから、都市交通の円滑化及び広域交通に対応する道路網を形成するため本路線を整備する
ものである。

事業方法

終了予定年度

国庫補助 15 その他

採択年度

19

30

街路事業

100

135

年次計画に対する進捗

100 ［③／①］

3,789

［④／⑥］

　

92.8

4,325

430

280

（１／３）

Ａ Ｂ Ｃ

Ｈ17－34

● ○ 再評価後

72.8

100

○未着工

〈17年3月変更〉

3,186

＠ags.pref.aomori.jp

３・３・７号
弘前黒石線

市町村 ○

年）

●

その他１０ 年）

市町村名 弘前市

［③／⑤］

［④／②］

・事業実施にあたっての、阻害要因なく平成１９年度完了する見込みである。

4,660

100

398

369

（うち用地費）

2,786

335461

計画全体に対する進捗

96.6

0 ｍ

当初計画時 再評価時

665 ｍ665

事業内容については、当初計画時と変更はない。

区                 分

道路工



・ ・

・ ・

0

総 便 益 -           百万円 45,953 百万円 45,953

（５）

（４）

（３）交通事故減少便益 百万円

45,443

615

（１）走行時間短縮便益

（２）走行経費減少便益

総 費 用 -           

0

48

百万円

百万円 0

0

百万円 5,031百万円 5,031

（３） 百万円

4,983

48 百万円

百万円

（２）維持管理費 百万円

百万円

百万円

区  分 主  な  項  目 当初計画時 再評価時

費用項目
（Ｃ）

（１）事業費

百万円

（４）

（５）

百万円

45,443 百万円

百万円

百万円

便益項目
（Ｂ）

【費用対効果分析手法】（分析手法、根拠マニュアル等）

【全国の評価】

百万円百万円

Ｂ ／ Ｃ 9.13

百万円

615

△ 105

百万円

百万円

Ｂ

百万円

百万円

地 元 の
推進体制等

効 率 性

Ａ（３）　費用対効果分析の要因変化

増　　減

4,983 百万円

a  ． b 

・事業に対する反対運動もなく、地域住民の理解と約９７％の地権者の協力を得ており、事業の早期完成
に努めている。
・用地取得については概ね合意を得ており事業実施に対する障害は無い。

a  ． b 

・都市内の景観向上が図られる。
・広幅員の道路であるため、防火帯の役割がある。

Ａ Ｂ

百万円

百万円

△ 105

0

百万円

百万円

必 要 性

「費用便益分析マニュアル」（道路局、都市・地域整備局）及び「街路事業における費用便益分析マニュアル（案）」

社
会
的
評
価

全国・本県に
おける評価

当地区にお
ける評価

・起点及び終点部の交通渋滞ポイントの解消。

（２／３）

百万円

百万円

百万円

百万円

健康で文化的な都市生活と機能的な都市活動を確保する都
市内道路のネットワークを形成する街路事業であるが整備
率は全国平均53.2％東北６県47.0％に対し、青森県は
36.3％(45位)と低いため街路整備に対する要望は多い。

Ｃ

・都市計画決定している県道（一般県道・弘前平賀線）である。
・交通渋滞の解消や、医療施設等公共施設へのアクセス機能を向上し、良好な中心市街地の形成を図る。

整理番号 Ｈ17－34

【県内の評価】

平成１５年度以降の五箇年間の道路整備は、各事業分野と
整合性の確保を図りながら、スピーディなサービス提供、
既存ストックの有効活用、事業の透明性、既存制度の見直
し等の視点に立ち、活力、暮らし、安全、環境の各施策
テーマについて重点的、効果的かつ効率的に進めている。

（２）　社会経済情勢の変化

周辺市町村より市街地へ流入する慢性的な交通渋滞の解消及び国立弘前病院等多くの公共施設へのアクセス強化が図
られる。

a  ． b 

Ｃ

百万円

百万円

街路事業の費用対効果分析は平成１０年度より行われており、平成８年新規の本事業は当初計画時に行っていない。

【費用対効果分析における特記事項】

適 時 性



・ ・

・ ・

● ○ ● ○

休止（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

休止（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

（２）対応内容 （２）対応内容

配慮している 配慮していない

　
　街路樹での市街地の緑化を図り、身近にふれあ
える緑の創造に努めている。

計画変更

継続

対応方針（案）どおり ○

４　公共事業再評価審議委員会意見

計画変更

○ 中止

（５）　評価に当たり特に考慮すべき点

・ルートは都市計画決定された道路である。

○継続

○ 中止 ○○

a  ． b 

Ａ Ｂ Ｃ

早期整備の要望意見が出されている。

評価理由

委員会評価

附帯意見

３　対応方針（事業実施主体案）

地域の立地特性

備    考

継続して事業を進め、事業効果の発現を図る。

評価理由

総合評価

●

●

対応方針（案）を修正すべき

住民ニーズの
把握状況

【住民ニーズの把握方法】

【開発事業等における環境配慮指針への対応】

環境影響
への配慮

【地域別環境配慮指針への対応】

【住民ニーズ・意見】

　
　住宅地であるため、工事の施工に関しては低振動、
低騒音機械を導入し、また、道路整備に関しては歩車
道の分離や街路樹設置など環境に配慮している。

○●

a  ． b 

Ｂ

Ｈ17－34

Ｃ

委員会意見

・路盤材・舗装材に再生材を使用し経費の縮減を図っている。
・建設発生土を盛土材料に利用し経費の縮減を図っている。

整理番号

弘前市要望。

a  ． b 

Ａ（４）　コスト縮減・代替案の検討状況

代 替 案

【代替案の検討状況】

【コスト縮減の検討状況】

コスト縮減

a  ． b 

（１）対応状況

地域区分 Ｔ３ｃ

（１）対応状況 配慮していない配慮している

（３／３）


